
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

(1) 固定資産 138,074 161,552 164,542 (1) 固定負債 31,440 50,428 52,928

① 有形固定資産 130,083 152,692 154,613 ① 地方債等 27,482 37,692 38,430

② 無形固定資産 40 57 1,948 ② 退職手当引当金 3,958 4,008 4,560

③ 投資その他の資産 7,951 8,803 7,981 ③ その他 0 8,728 9,938

(2) 流動資産 5,356 8,705 9,014 (2) 流動負債 4,979 6,352 6,498

① 現金預金 1,807 3,993 4,158 ①1年以内償還予定地方債等 3,775 4,895 4,985

② 未収金 42 621 651 ②未払金 0 104 154

③ 財政調整基金等 3,358 3,941 4,056 ③その他 1,204 1,353 1,359

④ 徴収不能引当金 ▲ 3 ▲ 23 ▲ 23 36,419 56,780 59,426

一般会計等 全体 連結

107,011 113,477 114,130

143,430 170,257 173,556 143,430 170,257 173,556

資産 負債

資産　合計 負債・純資産　合計

純資産　合計

負債　合計

⑤ その他 152 173 172 純資産

一般会計等 全体 連結

（1）業務活動収支（④－③＋②－①） 2,397 3,191 3,311

①業務支出

継続的な支出（人件費・物件費・補助金等支出など）

②業務収入

継続的な収入（市税・国県等補助金・使用料・手数料など）

③臨時支出

臨時的な支出（災害復旧事業費など）

④臨時収入

臨時的な収入（資産の売却に伴う収入）

（2）投資活動収支（②－①） ▲ 1,509 ▲ 1,599 ▲ 1,644

①投資活動支出

公共施設や道路整備などの資産形成及び金融資産形成

②投資活動収入

資産形成に充てられた補助金、土地等の売却収入など

（3）財務活動収支（②－①） ▲ 983 ▲ 1,641 ▲ 1,703

①財務活動支出

地方債や借入金などの元本の償還

②財務活動収入

地方債や借入金の収入

▲ 95 ▲ 49 ▲ 36

1,010 3,150 3,301

0 0 0

915 3,101 3,265

95 95 95

797 797 798

892 892 893

1,807 3,993 4,158

5,033 5,146

3,392 3,443

　　　　C　　比例連結割合変更に伴う差額

3,119 3,537 3,774

1,610 1,938 2,130

　　　　G　　本年度末歳計外現金残高　(E)＋(F)

　　　　H　　本年度末現金預金残高　(D)＋(G)

　　　　B　　前年度末資金残高

　　　　A　　本年度資金収支額　(1)＋(2)＋(3)

3,888

2,905

　　　　F　　本年度歳計外現金増減額

　　　　D　　本年度末資金残高　(A)＋(B)＋(C)

　　　　E　　前年度末歳計外現金残高

令和4年4月1日から令和5年3月31日

17,740 26,972 33,265

443 443 443

20,742 30,768 37,181

1,048 1,048 1,048

一般会計等 全体 連結

（1）経常経費

行政サービスに要したすべての費用

①人件費

職員給や議員報酬、退職給付費用など

②物件費等

物件費、施設維持修繕、減価償却費など

③その他の業務費用

地方債の償還利子など

④移転費用

市民への補助金や児童手当、生活保護費など

（2）経常収益

施設使用料や証明発行手数料、財産収入など

（3）臨時損失

災害復旧事業、資産の除売却損など臨時に発生するもの

（4）臨時利益

資産の売却益などの臨時に発生するもの

24,323 32,466 38,748

（5）財源 20,732 29,079 35,281

①税収等

市税や交付金、特別会計の保険収入など

②国県等補助金

国や県からの補助金収入

▲ 3,591 ▲ 3,387 ▲ 3,467

（6）資産評価差額

有価証券等の評価差額など

（7）無償所管換等

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

（8）その他の純資産変動額

上記以外の純資産の変動、比例連結割合変更に伴う差額

110,521 116,780 117,671

0 ▲ 157

▲ 3,303 ▲ 3,541

113,477 114,130

9,720 12,430

0 0

84 83

1,195 1,196

10 10

19,359 22,851

808 987

14,372 19,571

3,388 3,678

34,669 41,240

5,668 6,095

13,821 14,587

▲ 3,510

107,011

純行政コスト(1)－(2)＋(3)－(4)

本年度差額（財源）－（純行政コスト）

本年度純資産変動額

（本年度差額）＋(6)＋(7)＋(8)

前年度末純資産残高

（本年度純資産変動額）＋（前年度末純資産残高）

本年度末純資産残高

0

81

0

1,164

10

1,193

15,959

4,773

8,175

令和4年4月1日から令和5年3月31日

24,304

4,283

11,356

490

令和４年度決算 【概要版】 

 地方公会計制度による高梁市の財務書類を公表します 

 １年間の歳入・歳出の動きを現金中心に記録する地方公共団体の会計書類は、それだけでは資産や負債の内容、
また将来どれだけの負担があるのかが明確ではありません。 

 高梁市では、それらの課題に対応するために固定資産台帳を整備し、平成 20 年度決算から「基準モデル」による財

務書類を作成、平成 28 年度決算では総務省から新たに示された「統一的な基準」に基づいた財務書類を作成してき

ています。 

 この企業会計的手法を取り入れた「地方公会計制度」に基づく財務書類により、市全体のほか、関連する団体を含め

た市の財務状況を一目で把握することができます。 

行政コスト及び純資産変動計算書 PL・NWM ＰＬ・ＮＷＭ概要 

行政コスト及び純資産変動

計算書（ＰＬ・ＮＷＭ）は、

財務４表形式の行政コスト計

算書と純資産変動計算書を一

つにまとめたものです。 

【行政コスト計算書】 

１年間の行政運営コストの

うち、福祉サービスなどの提供と

いった資産形成に結びつかない

行政サービスに要したコストを、

「人件費」「物件費」「その他の

業務費用」「移転費用」に区分

したものです。 

【純資産変動計算書】 

純資産（過去の世代や国・

県が負担した将来返済しなくて

もよい財産）が年度中にどの

ように増減したかを「財源」「資

産評価差額」「無償所管替等」

「その他」に区分したものです。 

財源から純行政コストを引い

た「本年度差額」は、民間企業

に当てはめると「利益」に相当し

ますが、地方公共団体のサービ

スは利益目的ではないため、多

くの自治体でマイナスとなりま

す。 

 

（単位：百万円） 

資金収支計算書（キャッシュ・フロー）CF 

（単位：百万円） 

貸借対照表（バランスシート）BS 

（単位：百万円） 

ＣＦ概要 

【資金収支計算書】 

 １年間の資金の増減を、現代世代のための「業務活動収支」、

将来世代のための「投資活動収支」、将来世代が負担すべき「財

務活動収支」という３つに区分したものです。 

 連結では、財務活動収支がマイナスであることから、借入より返

済が上回ったことになり、将来世代の負担が減少したと言えます。 

 

ＢＳ概要 

【貸借対照表】 

 年度末時点で保有する資産、負債など

の残高（ストック情報）を示したもので

す。また、貸借対照表は「資産」と「負債・

純資産」の合計が同額となり、左側と右

側がつり合う為、バランスシートともいいま

す。 

【資産】 

 市が保有している道路・公園・市営住

宅などの固定資産や、現金預金・基金な

どの金融資産を表しており、連結で

1,736 億円の財産（サービス提供能

力）を保有していることになります。 

【負債・純資産】 

 表の右側は、「資産」をどのような財産

（負債と純資産）で賄ってきたかを示し

ており、「負債」は将来世代の負担、「純

資産」は現在までの世代の負担を表して

います。 連結の場合、これまでの世代で

1,141 億円を負担しており、残りの 595

億円をこれからの世代が負担することにな

ります。財政運営は、これら世代間の負

担バランスを考慮した上で行っていく必要

があります。 

 

へき地診療所特別会計

養護老人ホーム特別会計

畑地かんがい事業特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

特別養護老人ホーム特別会計

地域開発事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業特別会計

病院業特別会計

下水道事業特別会計

高梁地域事務組合

岡山県市町村総合事務組合

岡山県税整理組合

岡山県後期高齢者医療連合

岡山県広域水道企業団

高梁市土地開発公社

(公)成羽町美術振興財団

一般会計
一般会計等

全 体

連 結



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３つの財務書類からわかること（財務書類の分析） 

（１）住民１人当たりの資産 

 

 

説明 

 

計算式 

平均的な値 

参照する書類 

高梁市が保有している資産を市民１人

ひとりに換算すると、いくらになるのか

を表します。 

資産は、建物などの減価償却等により

減少していきます。 

 

（千円） 

資産合計÷人口 

（27,358 人：令和 5 年 3 月 31 日現在） 

2,758 千円(類似団体平均) ※R3 

ＢＳ 

 

 

説明 

 

計算式 

平均的な値 

参照する書類 

（２）住民１人当たりの負債 

将来世代が負担する１人当たりの公債

費や引当金の額を表します。 

 

負債合計÷人口 

（27,358 人：令和 5 年 3 月 31 日現在） 

781 千円(類似団体平均) ※R3 

ＢＳ 

（３）社会資本等形成の世代間負担比較 

 

 

説明 

 

計算式 

平均的な値 

参照する書類 

社会資本の整備結果を示す事業用資産

とインフラ資産と物品を、地方債などの負

債によってどれくらい調達したかを表し

ています。 

この指標が高いほど将来の世代が負担

する割合が高いことを表します。 

 
（地方債＋１年以内償還予定地方債）÷ 

（有形固定資産＋無形固定資産） 

20.2％(類似団体平均) ※R3 

ＢＳ 

（４）純資産比率 

 

 

説明 

 

計算式 

平均的な値 

参照する書類 

 

 

説明 

 

計算式 

平均的な値 

参照する書類 

 

 

 

説明 

 

計算式 

参照する書類 

（５）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

（６）基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

企業会計でいう「自己資本比率」に相当

し、総資産のうち返済義務のない純資産が

どのくらいの割合かを表します。 

純資産の変動は、将来世代と現世代との

間で、負担の割合が変動したことを意味し

ます。 

 

純資産÷総資産 

71.7％(類似団体平均) ※R3 

ＢＳ 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資

産（建物や工作物等）の取得価額に対する減

価償却累計額の割合を計算することによ

り、耐用年数に対して償却資産の取得から

どの程度経過しているかを全体として把握

することができます。100％に近いほど老朽

化が進んでいるといえます。 

 
減価償却累計額÷ 

（減価償却累計額＋土地以外有形固定資産） 

63.4％(類似団体平均) ※R3 

ＢＳ 

地方債などの財政活動収支を除いた収入・支

出のバランスを見るもので、プラスの数値であ

れば、公債に依存しない財政運営が行われたこ

とになります。 

支出が収入を上回り、基礎的財政収支が赤字

の状態が続いた場合は債務残高が増加の一途

をたどり、逆に黒字が続けば債務残高は減少し

ていきます。そのため、基礎的財政収支の改善

は、財政健全化の第一歩とされています。 

業務活動収支（支払利息支出を除く）＋  

投資活動収支（基金積立金支出及び基金 

取崩収入を除く） 

ＣＦ 

【一般会計等】 

 

（千円） 

 

（％） 

 

（％） 

 

（％） 

 

（百万円） 


